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平成 14 年３月期  個別財務諸表の概要 

平成 14 年５月 21 日 

 

会 社 名 株式会社クイック            登録銘柄 

コ ード番号 ４３１８                本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http://919.jp/ ） 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理本部長 

        氏    名 藤 原 功 一  ＴＥＬ（06）6375－0061 

決算取締役会開催日  平成 14 年５月 21 日  中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日  平成 14 年６月 25 日  単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．14 年３月期の業績（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日） 

(1) 経営成績                                              （百万円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

14 年３月期 

13 年３月期 

百万円   ％

4,928 （  3.7 ）

4,754  （ 47.4 ）

百万円   ％

421  （   2.5 ）

411  （ 229.6 ）

百万円   ％

395 （△ 5.6 ）

418 （ 229.1 ）

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

14 年３月期 

13 年３月期 

百万円   ％

223 （△ 1.6 ）

227 （ 469.0 ）

円 銭

50  53

944  34

円 銭

－ －

－ －

％ 

17.3 

26.1 

％ 

15.3 

20.2 

％

8.0

8.8

(注) 1．期中平均株式数  14 年３月期 4,429,622 株  13 年３月期  240,830 株 

2．会計処理の方法の変更   無 

3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

4．平成 14 年３月期の期中平均株式数及び 1 株当たり当期純利益は、株式分割（1：14）が期首に行わ

れたものとして算出しております。 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

14 年３月期 

13 年３月期 

円 銭 

15  00 

100  00 

円 銭

－ －

－ －

円 銭

15  00 

100  00 

百万円

70 

28 

％ 

31.6 

12.6 

％

4.7 

2.7 

(注) 14 年３月期期末配当金の内訳  普通配当 １株当たり 10 円  記念配当 １株当たり 5円 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

14 年３月期 

13 年３月期 

百万円 

2,674 

2,483 

百万円

1,514 

1,066 

％ 

56.6 

43.0 

円  銭

321  50 

3,547  22 

(注) 1．期末発行済株式数   14 年３月期 4,710,444 株   13 年３月期 300,746 株 
2．期末自己株式数    14 年３月期    － 株   13 年３月期   － 株 

 

２．15 年３月期の業績予想（平成 14 年４月１日～平成 15 年３月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通  期 

百万円 

2,229 

4,976 

百万円

118 

397 

百万円

67 

226 

円 銭

0 0 

―――― 

円 銭 

―――― 

10 00 

円 銭

―――― 

10 00

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）     48 円 07 銭 

 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る

本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果と

なる可能性があります。業績予想の前提条件その他に関する事項につきましては、添付資料を参照してください。 

店 （平成 14 年 5 月 23 日付で訂正をしております） 
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６．個別財務諸表等
（１）財務諸表

 ① 貸借対照表 （単位：千円）

前事業年度
(平成13年３月31日現在)

当事業年度
(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比
増減金額

（資産の部） ％ ％

Ⅰ　流動資産
１．現金及び預金 817,593 952,951 135,357
２．受取手形 ＊３ 21,309 14,225 △  7,084
３．売掛金 751,062 655,251 △ 95,810
４．有価証券 201,468 361,766 160,298
５．前渡金 339 803 463
６．前払費用 15,553 17,459 1,905
７．関係会社短期貸付金 ＊４ 8,673 9,327 654
８．未収入金 38,230 35,390 △  2,839
９．繰延税金資産 31,370 28,710 △  2,659
10．その他 8,053 7,777 △    275
11．貸倒引当金 △　　9,502 △　　8,297 1,204
流動資産合計 1,884,153 75.9 2,075,366 77.6 191,213

Ⅱ　固定資産
１．有形固定資産 ＊1.2
(1）建物 111,728 104,035 △  7,693
(2）構築物 175 150 △     24
(3）車両運搬具 5,876 4,001 △  1,874
(4）器具及び備品 12,469 12,992 523
(5）土地 134,565 134,565 －
有形固定資産合計 264,814 10.7 255,745 9.6 △  9,069

２．無形固定資産
(1）ソフトウェア 5,089 5,546 457
(2）電話加入権 3,679 3,533 △    145
無形固定資産合計 8,768 0.3 9,079 0.3 311

３．投資その他の資産
(1）投資有価証券 25,918 41,760 15,841
(2）関係会社株式 42,230 42,230 －
(3）従業員長期貸付金 843 331 △    512
(4）破産更生債権 12,785 901 △ 11,883
(5）長期前払費用 32,851 21,022 △ 11,829
(6）繰延税金資産 77,890 88,915 11,025
(7）会員権 42,541 42,541 －
(8）敷金 88,989 93,200 4,211
 (9）前払年金費用 11,538 6,462 △  5,075
(10）その他 12,448 11,392 △  1,056
(11）貸倒引当金 △　 22,195 △　 14,027 8,167
投資その他の資産合計 325,843 13.1 334,731 12.5 8,887

固定資産合計 599,426 24.1 599,556 22.4 130
資産合計 2,483,579 100.0 2,674,923 100.0 191,343
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（単位：千円）

前事業年度
(平成13年３月31日現在)

当事業年度
(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比
増減金額

（負債の部） ％ ％
Ⅰ　流動負債
１．買掛金 650,008 549,599 △100,408
２．短期借入金 39,700 36,000 △  3,700
３．１年以内返済予定長期借入金 ＊２ 61,437 62,376 938
４．未払金 40,660 36,397 △  4,263
５．未払費用 32,901 34,376 1,474
６．未払法人税等 189,500 108,470 △ 81,029
７．未払消費税等 33,942 20,552 △ 13,390
８．前受金 13,884 14,010 125
９．預り金 15,873 14,218 △  1,654
10．賞与引当金 59,000 60,000 1,000
11．その他 3,672 1,397 △  2,275
流動負債合計 1,140,581 45.9 937,399 35.1 △203,182

Ⅱ　固定負債
１．長期借入金 ＊２ 147,239 84,862 △ 62,376
２．役員退職慰労引当金 128,945 138,257 9,312
固定負債合計 276,184 11.1 223,120 8.3 △ 53,063
負債合計 1,416,766 57.0 1,160,519 43.4 △256,246

（資本の部）
Ⅰ　資本金 ＊５ 232,365 9.4 328,365 12.3 96,000
Ⅱ　資本準備金 86,474 3.5 248,974 9.3 162,500
Ⅲ　利益準備金 13,143 0.5 16,643 0.6 3,500
Ⅳ　その他の剰余金
１．任意積立金
別途積立金 480,000 690,000 210,000

２．当期未処分利益 254,757 230,382 △ 24,375
その他の剰余金合計 734,757 29.6 920,382 34.4 185,624

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 73 0.0 38 0.0 △     34
資本合計 1,066,813 43.0 1,514,403 56.6 447,590
負債・資本合計 2,483,579 100.0 2,674,923 100.0 191,343



－ 28 －

② 損益計算書 （単位：千円）

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金　額 百分比 金　額 百分比

増減金額

％ ％
Ⅰ　売上高 4,754,582 100.0 4,928,551 100.0 173,969
Ⅱ　売上原価 3,269,613 68.8 3,377,134 68.5 107,520

売上総利益 1,484,968 31.2 1,551,417 31.5 66,448
Ⅲ　販売費及び一般管理費
１．役員報酬 79,800 83,925 4,125
２．給与手当 378,306 454,491 76,184
３．賞与 82,377 50,544 △ 31,832
４．賞与引当金繰入額 50,974 50,627 △    347
５．役員退職慰労引当金繰入額 23,020 9,312 △ 13,707
６．退職給付費用 16,867 13,445 △  3,422
７．法定福利費 62,307 71,179 8,872
８．福利厚生費 6,361 2,305 △  4,056
９．広告宣伝費 15,029 19,782 4,753
10．地代家賃 93,008 113,888 20,880
11．旅費交通費 54,476 61,144 6,667
12．通信費 33,638 38,512 4,874
13．水道光熱費 8,567 9,529 961
14．修繕費 4,935 2,052 △  2,883
15．消耗品費 24,961 21,039 △  3,922
16．リース料 18,972 26,483 7,510
17．減価償却費 13,216 15,321 2,105
18．租税公課 4,333 3,572 △    760
19．接待交際費 5,662 4,190 △  1,471
20．貸倒引当金繰入額 18,236 － △ 18,236
21．貸倒損失 122 1,474 1,352
22．顧問料 24,113 23,800 △    313
23．その他 54,583 53,414 △  1,169

販売費及び一般管理費計 1,073,872 22.6 1,130,036 22.9 56,164

営業利益 411,096 8.6 421,380 8.6 10,284
Ⅳ　営業外収益
１．受取利息 ＊１ 694 908 214
２．受取配当金 1,356 514 △    841
３．受取賃貸料 ＊１ 1,578 992 △    586
４．受取指導料 ＊１ 2,400        2,400 －
５．受取販売協力金 6,954 1,285 △  5,668
６．保険解約返戻金 － 2,011 2,011
７．その他 3,563 3,789 226

営業外収益計 16,547 0.4 11,902 0.2 △  4,645
Ⅴ　営業外費用
１．支払利息 6,315 4,678 △  1,636
２．貸倒引当金繰入額 － 4,050 4,050
３．新株発行費 2,375 4,998 2,622
４．株式公開費用 － 23,844 23,844
５．その他 53 65 12

営業外費用計 8,744 0.2 37,636 0.8 28,892

経常利益 418,899 8.8 395,646 8.0 △ 23,252
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（単位：千円）

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金  額 百分比 金  額 百分比

増減金額

％ ％
Ⅵ　特別利益
１．固定資産売却益 ＊２ 140 － △    140
２．退職給付会計基準変更時差異 28,066 － △ 28,066
  ３．貸倒引当金戻入益 － 823 823

特別利益計 28,206 0.6 823 0.0 △ 27,383
Ⅶ　特別損失
１．投資有価証券評価損 4,166 4,188 21
２．固定資産除却損 ＊３ 248 － △    248
３．会員権評価損 4,368 － △  4,368
４．貸倒引当金繰入額 9,400 － △  9,400

特別損失計 18,183 0.4 4,188 0.1 △ 13,925
税引前当期純利益 428,922 9.0 392,281 7.9 △ 36,641
法人税、住民税及び事業税 227,574 4.8 176,787 3.6 △ 50,786
法人税等調整額 △　 26,079 △0.6 △　 8,340 △0.2 17,739

当期純利益 227,427 4.8 223,834 4.5 △  3,593
前期繰越利益 7,141 6,548 △    593
合併引継未処分利益 20,188 － △ 20,188

当期未処分利益 254,757 230,382 △ 24,375
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③ 利益処分案 （単位：千円）

期　　別

科　　目
前事業年度 当事業年度 増減金額

Ⅰ　当期未処分利益 254,757 230,382 △ 24,375

Ⅱ　利益処分額

１．利益準備金 3,500 － △  3,500

２．配当金 28,709 70,656 41,947

３．役員賞与金 6,000 － △  6,000

（うち監査役賞与金） （ 200） （ 　－） （△    200）

４．任意積立金

別途積立金 210,000 150,000 △ 60,000

Ⅲ　次期繰越利益 6,548 9,725 3,177
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重要な会計方針

期　　別

項　　目

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　総平均法による原価法

(1）子会社株式

　　　　　　同　　　　左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算

出）

(2）その他有価証券

　　　　　　同　　　　左

時価のないもの

　総平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

建物（附属設備を除く）

　定額法

(1）有形固定資産

　　　　　　同　　　　左

その他の有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　８年～47年

車両運搬具　　　　　　　　６年

器具及び備品　　　　３年～10年

　　

(2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法を採用しており

ます。

(2）無形固定資産

　　　　　　同　　　　左

３．繰延資産の処理方法 新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

新株発行費

同　　　　左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

　　　　　同　　　　左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

(2）賞与引当金

同　　　　左
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期　　別

項　　目

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

　会計基準変更時差異は、当事業年度

において、その全額を特別利益として

処理しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の全額

を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同　　　　左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同　　　　左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　　　　左

会計処理の変更

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

　当社は、従来、広告事業の売上高が全売上高の90％前

後を占めていたため、これに対応する費用についてのみ

売上原価として計上しておりましたが、当事業年度より

アウトソーシング事業、人材紹介事業に対応する費用も

売上原価として計上することに変更しました。

　この変更は、新たな事業展開のもと当事業年度に子会

社を吸収合併し、その事業をアウトソーシング事業と

し、人材紹介事業とともに今後より積極的に事業展開し

ていくこととなったため、広告事業以外の売上高の重要

性が今後高まると考えられ、会社組織もその体制に組み

直したことを契機に変更したものであり、より適切な収

益と費用の対応表示をするためのものであります。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べて売

上原価は167,944千円増加し、販売費及び一般管理費は

同額減少していますが、営業利益、経常利益、税引前当

期純利益への影響はありません。

　　　　　　　　　——————
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追加情報

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

（退職給付会計）

　当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成10年６月16日））を適用しております。この結

果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は

10,114千円減少し、税引前当期純利益は16,668千円増加

しております。

　　　　　　　　　──────

（金融商品会計）

　当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成11年１月22日））を適用し、有価証券の評価の

方法及び貸倒引当金の計上基準等について変更しており

ます。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

経常利益は1,503千円、税引前当期純利益は15,272千円

減少しております。

　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討

し、その他有価証券に含まれている債券のうち１年内に

満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それ

ら以外は投資有価証券として表示しております。その結

果、流動資産の有価証券は15,254千円減少し、投資有価

証券は15,254千円増加しております。

　　　　　　　　　──────

（外貨建取引等会計基準）

　当事業年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準

（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

（企業会計審議会　平成11年10月22日））を適用してお

ります。この変更による損益への影響はありません。

　　　　　　　　　──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成13年３月31日現在）

当事業年度
（平成14年３月31日現在）

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、78,822千円で

あります。

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、94,953千円で

あります。

＊２．担保資産及び担保付債務 ＊２．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。 　担保に供している資産は次のとおりです。

土地 12,804千円 土地 12,804千円

建物 15,699千円 建物 15,369千円

計 28,504千円 計 28,174千円

　担保付債務は次のとおりです。 　担保付債務は次のとおりです。

１年以内返済予定長期借入金 8,400千円 １年以内返済予定長期借入金 8,400千円

長期借入金 9,800千円 長期借入金 1,400千円

計 18,200千円 計 9,800千円

＊３．事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残

高に含まれております。

＊３．事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残

高に含まれております。

受取手形 3,008千円 受取手形 2,380千円

＊４．関係会社に対する債権・債務 ＊４．関係会社に対する債権・債務

関係会社短期貸付金 8,673千円 関係会社短期貸付金 9,327千円

＊５．授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数は1,000,000株で、発行済株式総数は

300,746株であります。

＊５．授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数は10,000,000株で、発行済株式総数は

4,710,444株であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

＊１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

＊１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 140千円 受取利息 259千円

受取賃貸料 1,358千円 受取賃貸料 400千円

受取指導料 2,400千円 受取指導料           2,400千円

＊２．固定資産売却益の内容は次のとおりです。 ＊２．             ──────

車両運搬具 140千円

＊３．固定資産除却損の内容は次のとおりです。 ＊３．             ──────

車両運搬具 114千円

器具及び備品 134千円

計 248千円           

（リース取引関係）

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

当事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 11,350千円 １年内 10,650千円

１年超 4,323千円 １年超 28,887千円

合計 15,673千円 合計 39,537千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 11,980千円 支払リース料 15,742千円

減価償却費相当額 11,104千円 減価償却費相当額 14,817千円

支払利息相当額 604千円 支払利息相当額 656千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円
 器具及び備品 27,807 25,641 2,165
無 形固定 資 産
(ソフトウェア) 67,236 31,245 35,990

合計 95,043 56,886 38,156

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円
 器具及び備品 32,892 25,461 7,431
無 形固定 資 産
(ソフトウェア) 28,286 21,693 6,592

合計 61,178 47,154 14,023



－　　－36

（有価証券関係）

　前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記

については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。なお、前事業年度（自平成12年４月１日

至平成13年３月31日）及び当事業年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）における子会社株式で時価

のあるものはありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

前事業年度

（平成13年３月31日現在）

当事業年度

（平成14年３月31日現在）

繰延税金資産（流動）

賞与引当金損金算入限度超過額 13,846千円 18,230千円

未払事業税否認 16,061千円 9,742千円

その他 1,462千円 738千円

繰延税金資産（流動）計 31,370千円 28,710千円

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 54,156千円 58,068千円

会員権評価損否認 21,553千円 21,553千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,109千円 8,448千円

投資有価証券評価損否認 1,749千円 3,438千円

その他 219千円 149千円

繰延税金資産（固定）小計 82,789千円 91,658千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △　　53千円 △　　28千円

前払年金費用 △ 4,846千円 △ 2,714千円

繰延税金負債（固定）小計 △ 4,899千円 △ 2,742千円

繰延税金資産（固定）の純額 77,890千円 88,915千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳

前事業年度

（平成13年３月31日現在）

当事業年度

（平成14年３月31日現在）

法定実効税率 42.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0

住民税均等割 0.3

留保金課税税額 2.9

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税率の負担率 47.0

　法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税

率の100分の５以下である

ため、記載を省略しており

ます。
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（当期における発行済み株式の増加の内容）

　　株式分割　　　　株式分割日　　　　　平成13年７月24日

分割比率　　　　　　1：14

増加株式数　　　　　3,909,698

新株発行　　　　新株発行日　　　　　平成13年10月23日

発行形態　　　　　　一般募集（ＪＡＳＤＡＱへの上場に伴う公募増資）

発行株式数　　　　　　500,000株

発行価額の総額　　　275,000千円

資本組入額の総額　　 96,000千円

（１株当たり配当金の内訳）

前事業年度 当事業年度

年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

普通配当 － － － 10　00 － 10　00

　旧株式 100　00 － 100　00 － － －

　新株式 2　47 － 2　47 － － －

記念配当 － － － 5　00 － 5　00

　（注）　当事業年度の配当につきましては、旧株式と新株式の区別は行っておりません。
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７．役員の異動

（1）代表者の異動

　　該当事項はありません。

（2）その他の役員の異動

　　退任取締役

　　　取 締 役　  倉  地  国  明　（平成14年１月15日付）




